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○古河市総合評価落札方式試行要領 

平成20年10月１日 

告示第267号 

改正 平成31年３月29日告示第89号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市が発注する建設工事において、総合評価落札方式を

試行するに当たり、古河市契約規則（平成31年規則第24号）、古河市工事

請負契約事務取扱要綱（平成17年告示第20号）、古河市入札執行事務処理

要領（平成17年告示第17号）、古河市一般競争入札実施要綱（平成17年告

示第16号）その他別に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、総合評価落札方式とは、地方自治法施行令（昭

和22年政令第16号。以下「施行令」という。）第167条の10の２に規定する

総合評価一般競争入札及び施行令第167条の12第４項に規定する総合評価

指名競争入札をいい、品質、施工方法等価格以外の技術的な要素であって、

あらかじめ定める基準（以下「落札者決定基準」という。）によって落札

者を定めるものをいう。 

２ 総合評価落札方式の型式は、次のとおりとする。 

(１) 標準型 技術的な工夫の余地が大きい工事である場合において、市

が求める工事内容を実現するための施工上の技術提案を求めるときのも

のとし、同種又は類似工事の経験、工事成績等並びに安全対策、交通及

び環境への影響、工期の縮減等に基づき技術力及び価格を総合的に評価

するもの 

(２) 簡易型 技術的な工夫の余地が小さい工事である場合において、施

工の確実性を確保するときのものとし、簡易な施工計画、同種又は類似

工事の経験、工事成績等に基づき技術力及び価格を総合的に評価するも

の 

(３) 特別簡易型 技術的な工夫の余地が小さい一般的で小規模な工事で

ある場合において、施工の確実性を確保するときのものとし、施工計画
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の評価を要件とせず、同種又は類似工事の経験、工事成績等に基づき技

術力及び価格を総合的に評価するもの 

（対象工事） 

第３条 総合評価落札方式の対象となる工事は、工事請負者の技術的評価と

入札価格を総合的に評価することが妥当であると市長が認めるものとする。 

（総合評価落札方式による評価の方法） 

第４条 総合評価落札方式による評価は、次の算式による技術評価点及び総

合評価点により行うものとする。 

(１) 技術評価点＝評価点（入札参加者が提出した評価資料に基づき算出

した得点の合計点）＋標準点（100点） 

(２) 総合評価点＝技術評価点÷入札価格×106（小数点第７位四捨五入） 

（学識経験者への意見聴取） 

第５条 市長は、落札者決定基準を定めようとするときは、あらかじめ２人

の学識経験を有する者（以下「学識経験者」という。）の意見を聴くもの

とする。 

２ 市長は、前項の規定による意見の聴取において、併せて、当該落札者決

定基準に基づいて落札者を決定しようとするときに改めて意見を聴く必要

があるかどうかについて意見を聴くものとし、改めて意見を聴く必要があ

るとの意見が述べられた場合には、当該落札者を決定しようとするときに、

あらかじめ、学識経験者の意見を聴くものとする。 

（入札の適否及び落札者決定基準の決定） 

第６条 市長は、総合評価落札方式による入札の適否、第２条第２項に規定

する型式及び落札者決定基準については、前条の規定による意見聴取の結

果及び古河市一般競争入札審査会規程（平成17年訓令第37号）第１条に規

定する一般競争入札審査会又は古河市建設工事請負業者指名委員会規程

（平成17年訓令第43号）第１条に規定する古河市建設工事請負業者指名委

員会（以下「審査会等」という。）の審議を経て決定するものとする。 

（評価資料等の提出） 

第７条 市長は、総合評価落札方式で発注しようとする場合は、入札参加者



3/14 

から当該工事に関する施工能力の審査及び価格以外の評価を行うために必

要な評価資料を提出させるものとする。 

２ 評価資料は、次に掲げる資料のうち、落札者決定基準に基づき市長が提

出を求めたものとする。 

(１) 評価資料提出書（様式第１号） 

(２) 工事成績評定評価対象工事資料（様式第２号） 

(３) 施工実績評価資料（様式第３号） 

(４) 配置予定技術者資料（様式第４号） 

(５) 災害時地域貢献実績評価資料（様式第５号） 

(６) 地域活動実績評価資料（様式第６号） 

(７) 施工計画（様式第７号） 

(８) その他市長が必要と認める資料 

（入札の公告） 

第８条 市長は、総合評価落札方式により入札を行おうとする場合は、次に

掲げる事項を公告するものとする。 

(１) 総合評価落札方式入札の対象工事であること及び型式 

(２) 評価方法及び落札者決定基準 

(３) 入札書及び評価資料の提出 

(４) その他市長が必要と認める事項 

（技術評価点の決定） 

第９条 市長は、第４条の規定に基づき、入札参加者から提出された評価資

料を審査し、評価点及び技術評価点を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の決定に際して審査会等に資料の審査を行わせるものとす

る。ただし、数値等客観的事項のみの審査を行う場合であって、審査の省

略について事前に審査会等の承認を得ているときは、この限りでない。 

（落札候補者の決定） 

第１０条 市長は、総合評価落札方式による入札価格が予定価格の範囲内の

入札参加者のうち、総合評価点が最も高い者を落札候補者として決定する

ものとする。ただし、総合評価点が最も高い者が２人以上あるときは、く
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じにより落札候補者を決定するものとする。 

２ 前項ただし書の場合において、当該入札参加者のうちくじを引かない者

があるときは、これに代わって当該入札事務に関係のない市職員にくじを

引かせるものとする。 

３ 第１項の落札候補者の入札価格が古河市低入札価格取扱規程（平成17年

訓令第47号）第３条に規定する調査基準価格を下回ったときは、古河市低

入札価格取扱規程第４条に規定する調査を実施するものとする。 

（落札者の決定） 

第１１条 市長は、前条の落札候補者から別に定める入札参加資格確認申請

書の提出を求め、直ちに落札候補者の入札参加資格を審査するものとする。 

２ 前項の審査の結果、落札候補者に入札参加資格がないと認めたときは、

当該落札候補者の行った入札は無効とし、次順位者から順次当該入札参加

資格を満たしている者が確認できるまで前項の審査を行うものとする。 

３ 市長は、前２項による審査の結果当該入札参加資格を有しているときは、

その者を落札者とする。ただし、第５条第２項の規定に該当するときは、

学識経験者の意見を聴取した上で当該落札者を決定するものとする。 

（入札結果及び技術評価点の公表） 

第１２条 市長は、前条に規定する審査の結果、落札者を決定したときは、

総合評価落札方式に関する評価調書（様式第８号）により、閲覧等による

方法で当該入札結果を公表するものとする。 

２ 市長は、技術評価点を開札前に公表する必要があると認めるときは、入

札書提出締切後に総合評価落札方式に関する評価調書により、閲覧等によ

る方法で公表するものとする。 

（資料等の非公開） 

第１３条 市長は、この告示に基づき入札参加者から提出された資料等は、

公表しないものとする。 

（苦情申立て等） 

第１４条 入札参加者で落札者とならなかった者は、落札決定をした日から

起算して７日以内に、書面により、市長に対して、落札者とならなかった
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理由を示すことを求めることができるものとする。 

２ 第12条第２項に規定する公表が行われた場合に、技術評価点を公表され

た入札参加者は、公表の日から起算して７日以内に、書面により、市長に

対して、技術評価点の採点理由を示すことを求めることができるものとす

る。 

３ 市長は、前２項の求めがあった場合には、申立て期限最終日の翌日から

起算して７日以内に書面により回答するものとする。 

（補則） 

第１５条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この告示は、平成20年10月１日から施行する。 

附 則（平成31年告示第89号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成31年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際第３条、第４条、第６条及び第12条の規定による改

正前の各告示に規定する様式の用紙で、現に残存するものについては、当

分の間、所要の補正をし、これを使用することができるものとする。 
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